
 

 

第６６４回通関協議会（本関地区） 

 

１、 日  時   平成２５年  ６月  １１日 （水） １２時より 

２、 場  所   第一港湾合同庁舎 ２階 第一会議室 

３、 議題等（敬称略） 

 

（１） くろまぐろの事前確認・通関時確認に必要な書類の改正について 

業務部 斎藤 統括審査官（通関総括第 3 部門） 

（２）税関限りの確認で通関可能な個人輸入の化粧品の個数について 

業務部 斎藤 統括審査官（通関総括第 3 部門） 

（３）リサイクル用に輸出される廃プラスチックの取り扱いについて 

業務部 長山 統括審査官（通関総括第 4 部門） 

 

４、その他・連絡事項等 

 

・事務処理体制の変更について 

業務部  徳永 管理課長 

 

 

開催予定日  平成２５年  ７月  ９日（火）  １２:００～ 

開 催 場 所    第一港湾合同庁舎   ２階 第一会議室 

当協会に関するご質問や議題提起がありましたら、事務局あてにご連絡ください 

公益財団法人日本関税協会横浜支部 

TEL 045-680-1757  FAX 045-680-1758 

E-mail: bra_yokohama@kanzei.or.jp 

 



経 済 産 業 省 
 
 

2 0 1 3 0 5 0 2 貿局第２号 

輸入注意事項２５第７号 
経済産業省貿易経済協力局 

 
 「輸入公表三の７の（３）に基づく経済産業大臣の輸入に関する確認につい

て」の一部を改正する規程を次のとおり制定する。 
 

平成２５年５月１６日 
 
 
 

経済産業省貿易経済協力局長 北川 慎介 
 
 
 

「輸入公表三の７の（３）に基づく経済産業大臣の輸入に関する確

認について」の一部改正について 
 
 
「輸入公表三の７の（３）に基づく経済産業大臣の輸入に関する確認につい

て」（平成１５年１０月２４日付け平成１５・１０・０６貿局第１号・輸入注意

事項１５第４５号）の一部を別紙の新旧対照表のとおり改正し、平成２５年５

月１６日から施行する。 
 

tsukamotota
タイプライターテキスト
2013年6月11日
本関地区通関協議会資料
業務部通関総括第３部門
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（別 紙） 
「輸入公表三の７の（３）に基づく経済産業大臣の輸入に関する確認について」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 
○輸入公表三の７の（３）に基づく経済産業大臣の輸入に関する確認について（平成１５年１０月２４日付け平成１５・１０・０６貿局第１号・輸入注意事項１５第４５号） 

改 正 後 現   行 

 
冷凍のくろまぐろ、みなみまぐろ、めばちまぐろ又はめかじきを輸入しようとする者は、平成

２５年５月１６日以降、下記により経済産業大臣の確認書の交付を受けてください。 
 ただし、平成２５年２月１日以降であっても、過去にこの輸入注意事項に規定されたことがあ

る様式をもって現行の様式に代えることができます。 
記 

１ 受付期日 （略） 

２ 提出書類 

（１）（２）（略） 

（３）次に掲げる貨物の区分に応じ、それぞれに定める書類 

（ａ）冷凍のくろまぐろ 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める書類 

① 当該貨物を漁獲した漁船の旗国又は地域並びに定置網及び蓄養場が設置された国又

は地域（以下「旗国等」という。）からの輸出後に経由する国又は地域（保税地域を除

く。以下「経由国等」という。）が存しない場合 
旗国等の政府職員又は政府が権限を委譲した商工会議所等の機関（以下「政府職員等」

という。）が認証した漁獲証明書（別紙様式２）の原本及び写し 各１通 
ただし、ＩＣＣＡＴの電子漁獲証明制度に基づき電磁的記録により漁獲証明書が作成

されている場合にあっては、上記漁獲証明書の原本及び写しの提出に代えて、電磁的記

録による漁獲証明書の文書番号が分かる書類(様式任意) 1通 
② 旗国等からの輸出後に経由国等が存する場合 

（イ）最終経由国等の政府職員等が認証した再輸出証明書（別紙様式３）の原本及び写し 

各１通 

ただし、ＩＣＣＡＴの電子漁獲証明制度に基づき電磁的記録により再輸出証明書が

作成されている場合にあっては、上記再輸出証明書の原本及び写しの提出に代えて、

電磁的記録による再輸出証明書の文書番号が分かる書類(様式任意) 1通 
（ロ）旗国等の政府職員等が認証した当該貨物に係る漁獲証明書の写しであって、最終経

由国等の政府職員等が確認したもの １通（ただし、複数の経由国等が存する場合に

は、旗国等の政府職員等が認証した当該貨物に係る漁獲証明書及び各経由国等の政府

職員等が認証した当該貨物に係る再輸出証明書の写しであって、各経由国等の政府職

員等が確認したもの 各１通） 

ただし、ＩＣＣＡＴの電子漁獲証明制度に基づき電磁的記録により再輸出証明書が

作成されている場合にあっては、不要。             
以下（略） 

 

冷凍のくろまぐろ、みなみまぐろ、めばちまぐろ又はめかじきを輸入しようとする者は、平成

２５年２月１日以降、下記により経済産業大臣の確認書の交付を受けてください。 
 ただし、平成２５年２月１日以降であっても、過去にこの輸入注意事項に規定されたことがあ

る様式をもって現行の様式に代えることとします。 
記 

１ 受付期日 （略） 

２ 提出書類 

（１）（２）（略） 

（３）次に掲げる貨物の区分に応じ、それぞれに定める書類 

（ａ）冷凍のくろまぐろ 

次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に定める書類 

① 当該貨物を漁獲した漁船の旗国又は地域並びに定置網及び蓄養場が設置された国又

は地域（以下「旗国等」という。）からの輸出後に経由する国又は地域（保税地域を除

く。以下「経由国等」という。）が存しない場合 
旗国等の政府職員又は政府が権限を委譲した商工会議所等の機関（以下「政府職員等」

という。）が認証した漁獲証明書（別紙様式２）の原本及び写し 各１通 
 
 
 

② 旗国等からの輸出後に経由国等が存する場合 

（イ）最終経由国等の政府職員等が認証した再輸出証明書（別紙様式３）の原本及び写し 

各１通 

 

 

 

（ロ）旗国等の政府職員等が認証した当該貨物に係る漁獲証明書の写しであって、最終経

由国等の政府職員等が確認したもの １通（ただし、複数の経由国等が存する場合に

は、旗国等の政府職員等が認証した当該貨物に係る漁獲証明書及び各経由国等の政府

職員等が認証した当該貨物に係る再輸出証明書の写しであって、各経由国等の政府職

員等が確認したもの 各１通） 

 

 

以下（略） 



経 済 産 業 省 
 
 

2 0 1 3 0 5 0 2 貿局第２号 

輸入注意事項２５第８号 
経済産業省貿易経済協力局 

 
 「生鮮又は冷蔵くろまぐろを輸入する場合の取扱いについて」の一部を改正

する規程を次のとおり制定する。 
 

平成２５年５月１６日 
 
 
 

経済産業省貿易経済協力局長 北川 慎介 
 
 
 

「生鮮又は冷蔵くろまぐろを輸入する場合の取扱いについて」の一

部改正について 
 
 
「生鮮又は冷蔵くろまぐろを輸入する場合の取扱いについて」（平成１１年６

月２８日付け平成１１・６・２８貿局第１号・輸入注意事項１１第２８号）の

一部を別紙の新旧対照表のとおり改正し、平成２５年５月１６日から施行する。 
 



（別 紙） 
「生鮮又は冷蔵くろまぐろを輸入する場合の取扱いについて」の一部を改正する規程新旧対照表（傍線部分は改正部分） 
○生鮮又は冷蔵くろまぐろを輸入する場合の取扱いについて（平成１１年６月２８日付け平成１１・６・２８貿局第１号・輸入注意事項１１第２８号） 

改 正 後 現   行 

 
上記貨物の輸入については、平成６年６月１日付け通商産業省告示第３６５号（輸入公

表の一部を改正する告示）により平成６年６月１日以降通関時確認制に移行しているとこ

ろですが、平成２５年５月１６日以降、税関への輸入申告書等の提出の際には、次の１に

掲げる書類を提出してください。 
 なお、旗国等からの輸出後に経由する国又は地域（保税地域を除く。以下「経由国等」

という。）が存する場合は、次の２に掲げる書類を提出してください。 
ただし、平成２４年６月７日以降であっても、従前の別紙様式１をもって、現行の別紙

様式１に代えることを認めることとします。 
 

記 
 
１ くろまぐろ漁獲証明書  

 当該貨物を漁獲した漁船の旗国又は地域並びに定置網及び畜養場が設置された国又は地

域（以下「旗国等」という。）の政府職員又は政府が権限を委譲した商工会議所等の機関（以

下「政府職員等」という。）が認証した漁獲証明書（別紙様式１）の原本及び写し各１通  
ただし、ＩＣＣＡＴの電子漁獲証明制度に基づき電磁的記録により漁獲証明書が作成さ

れている場合にあっては、上記漁獲証明書の原本及び写しの提出に代えて、電磁的記録を

紙に印字したもの １通 

 
２ くろまぐろ再輸出証明書  

 次に掲げる書類とする。 

①  最終経由国等の政府職員等が承認した再輸出証明書（別紙様式２）の原本及び写し 

各１通 

ただし、ＩＣＣＡＴの電子漁獲証明制度に基づき電磁的記録により再輸出証明書が作

成されている場合にあっては、上記再輸出証明書の原本及び写しの提出に代えて、電

 

上記貨物の輸入については、平成６年６月１日付け通商産業省告示第３６５号（輸入公

表の一部を改正する告示）により平成６年６月１日以降通関時確認制に移行しているとこ

ろですが、平成２４年６月７日以降、税関への輸入申告書等の提出の際には、次の１に掲

げる書類を提出してください。 
 なお、旗国等からの輸出後に経由する国又は地域（保税地域を除く。以下「経由国等」

という。）が存する場合は、次の２に掲げる書類を提出してください。 
ただし、平成２４年６月７日以降であっても、従前の別紙様式１をもって、現行の別紙

様式１に代えることを認めることとします。 
 

記 
 
１ くろまぐろ漁獲証明書  

 当該貨物を漁獲した漁船の旗国又は地域並びに定置網及び畜養場が設置された国又は地

域（以下「旗国等」という。）の政府職員又は政府が権限を委譲した商工会議所等の機関（以

下「政府職員等」という。）が認証した漁獲証明書（別紙様式１）の原本及び写し各１通  
 

 

 

 

２ くろまぐろ再輸出証明書 

 次に掲げる書類とする。 

①  最終経由国等の政府職員等が承認した再輸出証明書（別紙様式２）の原本及び写し

各１通 

 

 



 
 

磁的記録を紙に印字したもの １通 

 

②  旗国等の政府職員等が認証した漁獲証明書の写しであって、最終経由国等の政府職

員等が確認したもの １通 

 ただし、ＩＣＣＡＴの電子漁獲証明制度に基づき電磁的記録により漁獲証明書が作

成されている場合にあっては、上記漁獲証明書の写しの提出に代えて、電磁的記録を

紙に印字したもの １通 

 

③ 複数の経由国等が存する場合は、①に加え、漁獲証明書及び再輸出証明書の写しで

あって、各経由国等の政府職員等が確認したもの １通 

 ただし、ＩＣＣＡＴの電子漁獲証明制度に基づき電磁的記録により漁獲証明書及び

再輸出証明書が作成されている場合にあっては、上記漁獲証明書及び再輸出証明書の

写しの提出に代えて、電磁的記録を紙に印字したもの １通 

 

（注）くろまぐろ漁獲証明書及びくろまぐろ再輸出証明書の原本は、税関において確認後、

返却します。 

 

以下（略） 

 

 

②  旗国等の政府職員等が認証した漁獲証明書の写しであって、最終経由国等の政府職

員等が確認したもの １通 

 

 

 

 

 ③ 複数の経由国等が存する場合は、①及び②に加え、漁獲証明書及び再輸出証明書の

写しであって、各経由国等の政府職員等が確認したもの １通 

 

 

 

 

（注）くろまぐろ漁獲証明書及びくろまぐろ再輸出証明書の原本は、税関において確認後、

返却します。 

 

以下（略） 
 



医薬品等輸入手続質疑応答集（Ｑ＆Ａ）（平成 25 年４月 22 日版） 

厚生労働省ホームページより抜粋 

2 0 1 3 年 6 月 1 1 日  
本関地区通関協議会資料 
業務部通関総括第３部門 

 
Ｑ４４ 

薬監証明を取得せずに、個人輸入が可能な化粧品の数はどのくらいか。 

Ａ４４ 

薬監証明を取得せずに、個人輸入が可能な化粧品の数は下記のとおりです。

この数を超えた場合は、①薬監証明を取得するか、②下記の数のみ取り出して

輸入し、残りを廃棄とするか、③全てを返品又は廃棄とすることになります。 

個人輸入した化粧品については、輸入者個人の使用のみに限定され、販売・

授与は一切認められません。 

 

ａ．標準サイズ（一般家庭で使用する目的で市販されているサイズ。ドラム缶

等の業務用サイズのものを除く。）の製品  

１品目につき24個以内のもの。  

【品目例】  

・（頭髪用化粧品類）髪油、染毛料、スキ油、セットローション、チック、

びん付油、ヘアクリーム、ヘアトニック、ヘアリキッド、ヘアスプレー、

ポマード  

・（洗髪用化粧品類）髪洗い粉、シャンプー、リンス、トリートメント  

・（化粧水類）アフターシェービングローション、一般化粧水、オーデコロ

ン、シェービングローション、ハンドローション、日焼けローション、

日焼け止めローション  

・（クリーム類）アフターシェービングクリーム、クレンジングクリーム、

コールドクリーム、シェービングクリーム、乳液、バニシングクリーム、

ハンドクリーム、日焼けクリーム、日焼け止めクリーム  

・（パック類）パック用化粧料  

・（ファンデーション類）クリーム状ファンデーション、液状ファンデーシ

ョン、固形ファンデーション  

・（白粉打粉類）クリームおしろい、固形おしろい、粉おしろい、タルカム

パウダー、練おしろい、ベビーパウダー、ボディパウダー、水おしろい  

・（口紅類）口紅、リップクリーム  

・（眉目頬化粧品類）アイクリーム、アイシャドー、アイライナー、頬紅、

マスカラ、眉墨  

・（爪化粧品類）美爪エナメル、美爪エナメル除去液  

・（香水類）一般香水、練香水、粉末香水  

・（浴用化粧品類）バスオイル、バスソルト  

・（化粧用油類）化粧用油、ベビーオイル  

・（洗顔料類）洗顔クリーム、肌洗い粉、洗顔フォーム  

・（石けん類）化粧石けん  

・（歯みがき類）歯みがき粉  

ｂ．少量の製品（内容量が60ｇ又は60ml以下の製品）  

１品目につき120個以内のもの。また、１回分を個包装してあるものにつ

いては１回分を１個とします。 

ただし、以下に該当する品目を除きます。 

ファンデーション類、白粉打粉類、口紅類、眉目頬化粧品類、爪化粧品類、

香水類 



改正前（平成25年6月30日まで）

部 部    別    品    目 類

出 入 出 入 出 入 出 入 出 入 出 出 出 入 入 入 入 入 出 出 出 入

1 １～５

2 ６～１４

3 １５

１６～１８

4 １９～２２

２３～２４

5 ２５～２７

２８

２９～３２

6 ３３～３４

３５～３７

３８

7 ３９～４０

8 ４１～４３

9 ４４～４６

10 ４７～４９

11 ５０～６０

６１～６３

12 ６４～６７

13 ６８～７０

14 ７１

７２～７６

15 ７８～８１

８２～８３

16 ８４

８５

17 ８６～８９

18 ９０～９２

19 ９３

９４～９５

９６

21 ９７

通
関
4

通
関
5

通
関
6

通
関
1

通
関
2

通
関
3

通
関
4

通
関
5

通
関
6

通
関
7

通
関
8

通
関
3

通
関
7

類　別　品　目

動物（生きているもの）及び動物性生産品 動物、肉、魚介類、酪農品

植物性生産品 野菜、穀物、採油用の種

動植物の油脂、調製食用油、ろう 同  左

通
関
2

調製食料品、飲料、アルコール、たばこ

肉、魚又は甲殻類、砂糖菓子

ミルク調製品、各種調製食料品

たばこ

鉱物性生産品 塩、土石類、鉱石、鉱物油

化学工業の生産品

無機化学品

有機化学品、医療用品、肥料

精油、化粧品類、洗剤

変性澱粉、火薬類、写真材料

各種の化学工業生産品

プラスチック、ゴム 同  左

皮革、毛皮、動物用装着具、旅行用具 同  左

木材、コルク、組物材料製品 同  左

木材パルプ、紙、板紙、及びその製品 同  左

紡織用繊維及びその製品
繊維及びその製品

衣類等

はき物、帽子、傘、羽毛製品、造花 同  左

光学機器、写真用機器、医療用機器

同  左

卑金属及びその製品

鉄鋼、銅、アルミ等及び製品

鉛、亜鉛、すず及びその製品

卑金属製品の工具、道具

貴石、貴金属、身辺細貨類、貨幣

20 雑品
同  左

同  左

機械類、電気機器、VTR、音声再生機
原子炉、ボイラー、機械類

電気機器、VTR、音声再生機

車両、航空機、船舶及び輸送機器 同  左

本牧埠頭出張所　通関部門品目分担

美術品、収集品及びこっとう 同  左

通
関
1

改正後（平成25年7月1日以降）

武器、銃砲弾 同  左

同  左

石、石綿、雲母、陶磁製品、ガラス 同  左
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